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1. 調査の背景と目的 

 

1) 背景および調査目的 

島根県では、「島根県がん対策推進計画」に基づき、がんの診断時から切れ目ない緩

和ケアを提供できる体制づくりを推進しています。しかし、県内の精密検査実施機関

における告知時の情報提供内容やフォローアップ体制、診断期における緩和ケアの実

践状況・課題については十分に把握できていない状況です。 

そこで本調査は、県内の精密検査実施機関を対象に、診断期の緩和ケア提供の実態

と課題を明らかにし、その結果をもとに今後の具体的施策を検討することを目的とし

て実施します。 

 

2) 調査の概要 

 調査の概要については、以下のとおり 

対 象 
 島根県がん検診精密検査実施機関登録事業に登録のある精密検査実

施機関 138 機関 

期 間  令和 7年 8月～9月 

備 考 

 胃がん・大腸がん・肺がん・子宮頸がん・乳がんを実施する医療機

関・診療科のみを対象とした。診療科ごとに回答をする想定であった

が、複数の科が一緒に回答している医療機関もあった。 

 

2. 調査の概要と結果 

 

1) 対象施設 

 島根県がん検診精密検査実施機関登録事業に登録のある精密検査実施機関を対象に

アンケート調査を実施した。 

 

2) 調査方法と項目 

(1) 調査方法 

 上記の対象施設に対して、郵送で配布し、メールや FAX 又は島根電子申請サー

ビスにて回答を得た。 

 

(2) 調査項目： 
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設問 内容 

問 1 

令和 6年度の精密検査実施件数 

① 0例（実施なし） ② 50 例未満 ③ 50～99例 ④ 100～249例 ⑤ 

250～499例 ⑥ 500 例以上 

問 2 

（病院用） 

2.上記の精検件数のうち、下記①～④はどの程度ありましたか。 

①がんを疑い、がん診療連携拠点病院等へ紹介をした割合 

②紹介をせず自院で確定診断を行い、初回診断（告知）を実施した割合 

③他院からの紹介を受け、初回診断（告知）を実施した割合 

④その他（       ）の割合 

問 2 

（診療所用） 

上記の精検件数のうち、①～③の割合 

①がんを疑い、がん診療連携拠点病院等へ紹介をした割合 

②紹介をせず自院で確定診断を行い、初回診断（告知）を実施した割合 

③その他（       ）の割合 

問 3 
自院で確定診断および初回診断（告知）の実施をしていますか 

① はい  ② いいえ（問 8 へ） 

問 4 
告知時、平均して何分間ぐらい説明をしていますか 

①10分未満 ②10～19分 ③20～29分 ④30～59分 ⑤1時間以上 

問 5 
告知時、どのような体制で実施をしていますか 

①医師のみ ②医師に看護師等（MSW等）が同席 ③その他（   ） 

問 6 

告知後、看護師等のフォロー面接はどのくらい実施していますか 

①必ず実施 ②概ね実施 ③患者の希望時のみ実施 ④実施していない 

実施をしている場合：いつ頃、実施をすることが多いですか 

①告知同日 ②3日以内 ③1週間以内 ④1ヶ月以内 

問 7 

初回の診断時の告知内容や情報提供について 

1）～8）の設問について、①必ず説明  ②ほとんど説明  ③半分程度  

④ときどき  ⑤ほとんどしない を選択 

1)病状・治療方法について 

2)治療期間の見通し・副作用 

3)治療等にかかる費用の目安 

4)緩和ケアの定義や意義 

5)がん相談支援センター等の相談窓口 

6)就労支援や社会保障（傷病手当・障害年金 等） 

7)セカンドオピニオンについて 

8)家族支援・子ども等への伝え方 

9)上記の内容についてどのようなツールを活用されていますか 
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問 8 

緩和ケアに関する課題の認識について 

1）～10）の設問について、①とてもそう思う ②少しそう思う ③あま

りそう思わない ④全く思わないを選択 

1)告知に十分な時間がとれていない 

2)タイムリーなケアを提供するのが難しい 

3)患者・家族の健康やがんに関する知識が不足している 

4)患者に緩和ケアは末期や終末期だという認識がある 

5)医療者に緩和ケアは末期や終末期だという認識がある 

6)がん診療連携拠点病院等との連携が不足している 

7)多職種連携の仕組みが不足している 

8)教材（パンフレット等）が不足している 

9)スタッフ（医師・看護師等）の研修機会が不足している 

10)そのほか、認識している課題がありますか 

問 9 
患者や家族から高評価だった取り組みや告知後のフォローでうまくいっ

た工夫等がありましたら、具体的に教えてください 

問 10 

下記の項目についてのご意見や、ご要望・課題等があればご記入ください。 

1)精密検査 

2)告知（教材を含む） 

3)診断期の緩和ケア 

4)希望の研修内容 

5)その他 

問 11 

がん検診精密検査の場合、「結果報告書」等を 1 次検診機関や市町村と共

有していますか。 

①必ず共有 ②ほとんど共有 ③半分程度 ④ときどき ⑤ほとんどし

ない 

共有をしている場合：いつ頃、共有することが多いですか。 

①直ちに  ②1週間以内  ③2週間～1ヶ月以内  ④1ヶ月以上 

 

3) 回答状況 

施設種別 対象施設数 回答数（回答率） 

がん診療連携拠点病院 

がん診療連携推進病院 
5 5病院 16診療科（100.0％） 

がん情報提供促進病院 21 11（50.0％） 

診療所 111 56（50.4％） 

   以下の調査結果については、回答があった施設を対象とした状況を記載する。 
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4) 調査結果 

各設問に対する回答を整理して記載する。結果については、問 1～3及び問 8～11につい

ては回答のあった 83 施設、問 4～問 7 について自院で確定診断等を実施している 63 施設

を対象に集計・分析を行った。なお、グラフ等については、がん診療連携拠点病院および

がん診療連携推進病院を「拠点病院等」、がん情報提供促進病院を「促進病院」と表記する。 

 

回答者 所属機関および職種について 

 当調査への回答職種では、医師が最多で 79.5％を占めていた。次いで、看護師が 8％であった。 

 

問 1 令和 6年度の精密検査実施件数 

 上記データは、回答機関によって、医療機関としての回答や診療科としての回答が混合しているた

め、参考値として提示する。 
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問 2 

上記の精検件数のうち、①～③の割合 

①がんを疑い、がん診療連携拠点病院等へ紹介をした割合 

②紹介をせず自院で確定診断を行い、初回診断（告知）を実施した割合 

③その他（       ）の割合 

 がんを疑う事例がなかった医療機関も約 20 機関あるが、約 44％の診療所ががんを疑う事例全

例を拠点病院等へ紹介をしている状況があり、半数程度紹介している診療所が約 18％、自院で多く

を診断している診療所が約 25％という状況であった。促進病院では、9 割以上を拠点病院に紹介し

ている病院と多くを自院で診断している病院が同じ割合だった。 

 

問 3 
自院で確定診断および初回診断（告知）の実施をしていますか 

①  はい  ② いいえ（問 8へ） 

確定診断および初回診断について、診療所では約 67％、促進病院では約 81％、拠点病院では

100％が実施している。 
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 告知の説明時間は、診療所で 20 分未満の割合が 83％と高く、病院では 20 分以上の割合が

70％と高い。 

 

問 5 
告知時、どのような体制で実施をしていますか 

① 医師のみ ②医師に看護師等（MSW 等）が同席 ③その他（   ） 

告知時の体制としては、看護師等が同席する割合が診療所では 56％、病院では 87％であった。 

問 4 
告知時、平均して何分間ぐらい説明をしていますか 

① 10分未満 ②10～19分 ③20～29分 ④30～59分 ⑤1時間以上 
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 告知後の看護師等のフォローの実施については、拠点病院等では 81％が「必ず実施」「概ね実施」

している。促進病院では、約半数が「必ず実施」「概ね実施」しており、診療所では実施をしていない割

合が 56％であった。 

 

フォロー実施の時期は、告知同日に実施をしている割合が診療所で 66％、病院で 94％であっ

た。 

問 6-1 

告知後、看護師等のフォロー面接はどのくらい実施していますか 

① 必ず実施 ②概ね実施 ③患者の希望時のみ実施 ④実施していない 

実施をしている場合：いつ頃、実施をすることが多いですか 

① 告知同日 ②3日以内 ③1 週間以内 ④1ヶ月以内 
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初回診断時の「病状・治療について」の情報提供等について、「必ず説明」「ほとんど説明」している

割合は、診療所では 79％、促進病院では 87％、拠点病院等では 93％であった。 

 

 

初回診断時の「治療の見通し等について」の情報提供等について、「必ず説明」「ほとんど説明」して

いる割合は、診療所では 36％、促進病院では 75％、拠点病院等では 62％であった。 
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 初回診断時の「治療費の目安について」の情報提供等について、「必ず説明」「ほとんど説明」してい

る割合は、診療所・促進病院・拠点病院等で 12％であった。 

 

 

 初回診断時の「緩和ケアの定義等について」の情報提供等について、「必ず説明」「ほとんど説明」し

ている割合は、診療所で 10％、促進病院で 11％、拠点病院等では 18％であった。 
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初回診断時の「がん相談窓口について」の情報提供等について、「必ず説明」「ほとんど説明」して

いる割合は、診療所では 7％、促進病院では 12％、拠点病院等では 43％であった。 

 

 

初回診断時の「就労支援・社会保障について」の情報提供等について、「必ず説明」「ほとんど説明」

している割合は、診療所では 5％、促進病院では 0％、拠点病院等では 6％であった。 
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初回診断時の「セカンドオピニオンについて」の情報提供等について、「必ず説明」「ほとんど説明」

している割合は、診療所では 21％、促進病院では 50％、拠点病院等では 25％であった。 

 

 

 

初回診断時の「家族支援について」の情報提供等について、「必ず説明」「ほとんど説明」している

割合は、診療所では 23％、促進病院では 75％、拠点病院等では 12％であった。 
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問 8 緩和ケアに関する課題の認識について 

 緩和ケアに関する課題認識「告知に十分な時間がとれない」について、「とてもそう思う」「少しそう思

う」の割合は、診療所では 82％、促進病院では 100％、拠点病院等では 81％であった。 

 

 

 

緩和ケアに関する課題認識「タイムリーなケアが難しい」について、「とてもそう思う」「少しそう思う」

の割合は、診療所では 75％、促進病院では 90％、拠点病院等では 81％であった。 

 

 

 

 

18

3

2

23

24

7

11

42

10

3

13

4

1

5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

診療所

（N=56）

促進病院

（N=11）

拠点病院等

（N=16）

総計

（N=78）

タイムリーなケアが難しい

とてもそう思う 少しそう思う あまりそう思わない 全く思わない

13

3

1

17

28

7

12

47

8

3

11

1

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

診療所

（N=50）

促進病院

（N=10）

拠点病院等

（N=16）

総計

（N=76）

告知に十分な時間がとれない

とてもそう思う 少しそう思う あまりそう思わない 全く思わない



14 

 

 

 

 

緩和ケアに関する課題認識「患者・家族にがんの知識等が不足している」について、「とてもそう思

う」「少しそう思う」の割合は、診療所では 84％、促進病院では 90％、拠点病院等では 81％であっ

た。 

 

 

 

 緩和ケアに関する課題認識「患者の緩和ケアへの認識の違い」について、「とてもそう思う」「少しそ

う思う」の割合は、診療所では 86％、促進病院では 100％、拠点病院等では 75％であった。 
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緩和ケアに関する課題認識「医療者の緩和ケアへの認識の違い」について、「とてもそう思う」「少し

そう思う」の割合は、診療所では 76％、促進病院では 50％、拠点病院等では 31％であった。 

 

 

 

緩和ケアに関する課題認識「拠点病院等との連携が不足している」について、「とてもそう思う」「少

しそう思う」の割合は、診療所では 50％、促進病院では 60％、拠点病院等では 6％であった。 
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緩和ケアに関する課題認識「多職種連携の仕組みが不足している」について、「とてもそう思う」「少

しそう思う」の割合は、診療所では 64％、促進病院では 60％、拠点病院等では 25％であった。 

 

 

 

緩和ケアに関する課題認識「教材が不足している」について、「とてもそう思う」「少しそう思う」の割

合は、診療所では 61％、促進病院では 80％、拠点病院等では 50％であった。 
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緩和ケアに関する課題認識「スタッフの研修機会が不足している」について、「とてもそう思う」「少

しそう思う」の割合は、診療所では 65％、促進病院では 80％、拠点病院等では 50％であった。 

 

 

 問 9 
患者や家族から高評価だった取り組みや告知後のフォローでうまくいった 

工夫等がありましたら、具体的に教えてください 

 

・ 栄養管理など、家庭でできる緩和治療の指導 

・ 診療場面で多くは語らないが、がんサロンではがんサバイバーの人に意見を求めたり、その

ような場で自身の思いを語ることがある。 

・ 看取り前の入院中に個室療養時に自宅の自室と同じ環境を許可して整えたことで喜ばれた。 

・ 専門看護師等が同席し、治療開始時期から終末期まで一貫して対応できた。 

・ がん相談支援センターと情報共有し、意思決定支援につながった。 

・ 理解の度合いを言葉として確認し、情報整理の支援を行った。 

・ ソーシャルサポートとの連携や意思決定へ大切にしたいことの共有。 

・ 治療入院時にゆっくり説明するようにしている。 
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問 10 下記の項目についてのご意見や、ご要望・課題等があればご記入ください。 

 

項目 内容 

精密検査 
・ 組織検査結果を全く伝えない事はありえないので、伝えた後に希望す

る施設に紹介する。診療所なので、治療の詳細な説明はしていない。 

告知（教材を含む） 

・ 告知の時間が足らず、初回に全てを説明する時間は持てない。 

・ 高齢者の疾病理解につながるコンテンツ（簡便・アクセスしやすい）。 

・ 家族向けの終末期の説明や亡くなりゆく経過についてのもの。 

診断期の緩和ケア 

・ 終末のケア＝終末期というイメージが医療者・患者側もあります。 

・ 緩和ケアは診断時からということの市民啓発。 

・ 専門の人が介入すべき。基本的に主治医に丸投げ感がある。 

・ 他科との連携が必要。 

希望の研修内容 

・ 患者・家族へのがんに関する研修。 

・ 圏域ごとの医療職へのネットワーク形成にも繋がる研修会。 

・ 自宅での看取りや医療関係者の家族へ関わり方についての研修。 

・ 出張研修でできるだけ全ての職員教育ができるとよい。 

その他 

・ 高次医療機関で既に告知後の方への対応の仕方が知りたい。 

・ がんハンドブックやパンフレットなどがうまく活用できていません。 

・ 大腸がんの大部分は早期がんで、内視鏡検査時に切除しその結果を

伝えることが多いため緩和ケアの同席はほぼありません。 

・ 進行がんで手術や抗がん剤治療をおこなう必要がある症例では家族

同席、緩和ケア看護師が同席している。 

・ 初回の告知は組織診断等でがんが判明したことを伝えることがほとん

どで、進行度や合併症を確認したのちに家族の同席や緩和ケア認定

看護師の同席のもと病状説明を行うことが多い。早期がんと進行がん

では治療内容、期間も異なり説明内容も要する時間も異なります。ま

た医療サービスの必要度も異なり、不要なサービスの説明は行いませ

んし、希望されないサービスについての情報提供も行っていません。

以上のような状況であり今回は初回診断時の限定的は回答です。 

・ 在宅看取りを希望された場合でも、途中でご家族が限界を迎える場

合が多く、療養場所を決める際に家族にも十分な説明が必要だと感じ

ている。 
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3. 調査結果を踏まえた課題と今後の取組方針 

 

1) 調査結果を踏まえた課題 

a) 診断期における緩和ケア提供体制には、施設機能に応じた違いがある 

 告知時の説明時間は、特に診療所で 20 分未満が多く、十分な情報提供や心理的支援ま

では難しい。 

 告知後フォロー面接は病院で実施が進む一方、診療所では未実施が多く、施設間で支援

体制に差がある。 

 

b) 初回告知時の情報提供は、内容ごとに差がある 

 病状・治療説明は比較的実施されている一方で、治療費の目安、緩和ケアの定義・意義、相

談窓口、就労支援・社会保障、家族支援など、生活・意思決定支援に直結する情報提供が

されていない状況がある。 

 初回告知では全て説明しきれないことや患者のニーズに応じて情報提供をしていること、

告知を受けた患者の心理的混乱によって、情報を受け取りにくいことが関係していると想定

され、段階的な説明ができる設計が求められる。 

 

c) 「診断時からの緩和ケア」の認識に差がある 

 患者・家族、医療者ともに「緩和ケア＝終末期」の認識が強く、診断時からの緩和ケア導入

の理解が不十分である。その結果、タイムリーな支援介入や早期からの意思決定支援につ

ながりにくい状況がある。 

 診断期からの緩和ケアは、終末期に限定されない苦痛緩和・意思決定支援等を含むことか

ら、共通理解を深めるための啓発と学習機会の充実が必要である。 

 

d) 連携や社会資源の活用に差がある 

 診療所・促進病院では、拠点病院等との連携不足、多職種連携の仕組み不足を課題として

認識している割合が高い。 

 相談支援センター等の資源の紹介・活用にも差があり、特に診療所や促進病院を中心に活

用できる教材が求められている。 
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2) 今後の取組方針 

a) 診断期緩和ケア及び情報提供の充実 

初回診断時に患者背景や病状等に応じて、必要な情報提供をすることが難しいことから、

患者が必要なタイミングで情報へアクセスできるパンフレットを作成する。あわせて、「診断

時からの緩和ケア」や「がん相談支援センター」等をわかりやすく伝える啓発動画を作成し、

パンフレットに動画へ誘導する二次元バーコードを掲載する。さらに、より詳細な情報を必

要とする患者が「がんハンドブック」に円滑につながる導線設計を行う。 

 

b) 診断時からの緩和ケアの普及啓発 

 上記のパンフレット・動画を活用し、がんと診断された方への普及啓発を進める。また、「山

陰中央新報 がん検診と共生の輪を広げようキャンペーン」等も活用し、県民への幅広い普

及啓発に取り組む。 

  

c) 医療スタッフへの研修 

 医療スタッフが緩和ケアを継続的に学べるよう、島根県医師会や各拠点病院と連携し、リ

カレント教育の機会の提供を検討する。 

 

4. まとめ 

本調査により、がん検診精密検査実施機関における診断期の緩和ケア提供について、初めて把握

した点において診断期の緩和ケアを推進する意義深い機会となった。 

初回診断時において、病状・治療に関する説明は一定程度実施されている一方で、提供体制や情

報提供内容、連携・資源活用には施設機能に応じた違いがあることが確認された。特に、告知時の説

明時間、告知後フォロー面接の実施、生活や意思決定支援に関する情報（治療費、相談窓口、就労・

社会保障、家族支援等）の提供には差がみられ、初回告知のみで必要な情報を十分に届けることの

難しさが示された。 

また、患者・家族と医療者の双方において「緩和ケア＝終末期」という認識がみられ、診断時からの

緩和ケアの趣旨が十分に共有されていない現状が明らかとなった。加えて、診療所・促進病院を中心

に、拠点病院等との連携、多職種連携の仕組み、相談支援センター等の社会資源の紹介・活用に関

する課題認識が示され、現場で活用しやすい教材や学習機会の必要性が確認された。精密検査結果

の共有は一定程度実施されているものの、共有時期には施設間差があり、精度管理の観点から運用

の平準化が課題である。 

今後は、結果を踏まえ、①患者が必要なタイミングで情報へアクセスできるパンフレット・動画等の

整備、②「診断時からの緩和ケア」の普及啓発、③医療スタッフに対する継続的なリカレント教育の実

施、を一体的に進めることが重要であり、施設毎に役割や体制の違いがあることを踏まえ、地域全体

で診断時からの切れ目ない緩和ケア提供体制の充実につなげていく必要がある。 


